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明治安田クオリティ
日本株オープン

運用報告書（全体版）
第５期

（決算日 2023年6月5日）

受益者のみなさまへ

平素は「明治安田クオリティ日本株オープン」にご

投資いただき、厚くお礼申し上げます。

さて、当ファンドは、第５期の決算を行いましたの

で、期中の運用状況につきましてご報告申し上げます。

今後とも一層のご愛顧を賜りますよう、お願い申し

上げます。

東京都千代田区大手町二丁目３番２号
ホームページ https://www.myam.co.jp/

〈運用報告書のお問い合わせ先〉
サポートデスク 0120-565787
（受付時間：営業日の午前9時～午後5時）

当ファンドの仕組みは次の通りです。

商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 2018年6月26日から2028年6月2日

運 用 方 針

わが国の金融商品取引所に上場する
株式を主要投資対象とし、信託財産
の中長期的な成長と安定的な収益の
確保を目指して運用を行います。

主要運用対象
わが国の金融商品取引所に上場する
株式を主要投資対象とします。

組 入 制 限
株式への投資割合には制限を設けま
せん。
外貨建資産への投資は行いません。

分 配 方 針

年1回（毎年6月5日。休業日の場合
は翌営業日。）決算を行い、原則と
して以下の方針に基づいて分配を行
います。
①分配対象額の範囲は、経費控除後
の繰越分を含めた利子・配当収入
と売買益（評価益を含みます。）
等の全額とします。

②収益分配金額は、委託者が基準価
額水準、市況動向等を勘案して決
定します。ただし、必ず分配を行
うものではありません。

③収益分配にあてず信託財産内に留
保した利益の運用については、特
に制限を設けず、委託者の判断に
基づき、元本部分と同一の運用を
行います。
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◎設定以来の運用実績

決 算 期
基準価額

（分配落）
税込み
分配金

期 中
騰落率

S&P/JPX配当貴族指数
（トータルリターン）

（ベンチマーク）
期 中
騰落率

株 式
組 入
比 率

純資産
総 額

円 円 ％ ％ ％ 百万円
（設定日）2018年 6月26日
（第１期）2019年 6月 5日
（第２期）2020年 6月 5日
（第３期）2021年 6月 7日
（第４期）2022年 6月 6日
（第５期）2023年 6月 5日

10,000
8,442
8,160
9,607
9,766
11,495

－
150
180
350
230
380

－
△14.1
△ 1.2
22.0
4.0
21.6

271.40
234.17
237.18
293.20
309.33
382.36

－
△13.7
1.3
23.6
5.5
23.6

－
97.6
97.3
97.0
97.1
96.7

862
1,675
1,308
793
430
452

（注１）基準価額の騰落率は分配金込みです。
（注２）設定日の基準価額は、設定時の価額です。
（注３）設定日の純資産総額は、設定元本を表示しております。
（注４）設定日のベンチマークは設定日前日の値を用いております。

◎当期中の基準価額と市況等の推移

年 月 日
基準価額

騰 落 率

S&P/JPX配当貴族指数
（トータルリターン）

（ベンチマーク） 騰 落 率
株式組入比率

円 ％ ％ ％
（期首）2022年 6月 6日

6月末
7月末
8月末
9月末
10月末
11月末
12月末

2023年 1月末
2月末
3月末
4月末
5月末

（期末）2023年 6月 5日

9,766
9,839
9,936
10,044
9,839
10,030
10,369
10,367
10,654
10,976
10,784
11,314
11,532
11,875

－
0.7
1.7
2.8
0.7
2.7
6.2
6.2
9.1
12.4
10.4
15.9
18.1
21.6

309.33
312.51
316.50
320.35
313.68
320.41
331.48
331.80
341.53
351.78
346.27
364.05
370.49
382.36

－
1.0
2.3
3.6
1.4
3.6
7.2
7.3
10.4
13.7
11.9
17.7
19.8
23.6

97.1
98.0
99.8
98.9
97.2
97.5
97.2
98.8
99.0
98.9
96.0
97.0
96.7
96.7

（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。
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＜当ファンドのベンチマークについて＞
S&P/JPX配当貴族指数（トータルリターン）とは、S&P ダウ・ジョーンズ・インデックス、株式会社日本取引所
グループおよび株式会社JPX総研が共同で算出する指数です。東証株価指数（TOPIX）の構成銘柄のうち、10年
以上にわたり毎年増配または安定的に配当を維持している銘柄を対象とした株価指数です。
※リバランス時の構成銘柄数は最低40銘柄で、適格性基準を満たす構成銘柄数が40を下回った場合には、７年以
上にわたり増配または安定的に配当を維持している銘柄等が配当利回りの高い順に指数に追加されます。

S&P/JPX配当貴族指数（以下「当指数」）はS&P Dow Jones Indices LLC（以下「SPDJI」）、株式会社日本取
引所グループ（以下「JPX」）および株式会社JPX総研（以下、「JPX総研」）の商品であり、これを利用するラ
イセンスが当社に付与されています。Standard & Poor’s®およびS&P®はStandard & Poor’s Financial Services 
LLC（以下「S&P」）の登録商標で、Dow Jones®はDow Jones Trademark Holdings LLC（以下「Dow 
Jones」）の登録商標であり、これらの商標を利用するライセンスがSPDJIに、特定目的での利用を許諾するサブ
ライセンスが当社にそれぞれ付与されています。JPX®はJPXの登録商標であり、これを利用するライセンスが
SPDJIに、特定目的での利用を許諾するサブライセンスが当社に付与されています。TOPIXの指数値及びTOPIX
の商標は、JPX総研の知的財産であり、株価指数の算出、指数値の公表、利用などTOPIXに関するすべての権
利・ノウハウ及びTOPIXの商標に関するすべての権利はJPX総研が有します。当ファンドは、SPDJI、Dow 
Jones、S&Pまたはもしくはそれぞれの関連会社、JPXまたはJPX総研によって支援、保証、販売、または販売促
進されているものではなく、これら関係者のいずれも、かかる商品への投資の妥当性に関するいかなる表明も行わ
ず、当指数の誤り、欠落、または中断に対して一切の責任も負いません。
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ファンドの運用方針に従い、国内株式へ投資を行いました。投資対象資産の価格変動等による
基準価額の変動要因は以下の通りとなりました。

（上昇要因）
・期首から2023年2月にかけて、日銀による金融緩和策の継続に加えて国内企業の業績改善やコ
ロナ禍からの経済活動再開の動きが、国内株式相場を支える展開となったこと
・2023年3月以降は、東京証券取引所がＰＢＲ（株価純資産倍率）が1倍を下回る企業に対して改
善を促す方針を示したことや国内企業の好調な決算内容に加え、米国著名投資家による日本の
株式に対する強気な発言を受けて国内株式相場が上昇したこと

（下落要因）
・2023年3月には米国や欧州における金融システム不安から国内株式相場が大幅に下げる場面が
あったこと
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※ベンチマークはS&P/JPX配当貴族
指数（トータルリターン）であり、期
首の基準価額に合わせて指数化して
います。 

第5期首(2022年6月6日)：9,766円
第5期末(2023年6月5日)：11,495円(既払分配金380円)
騰落率：21.6％(分配金再投資ベース)

分配金再投資基準価額〔左軸〕
ベンチマーク〔左軸〕

基準価額〔左軸〕
純資産総額〔右軸〕

運用経過の説明
基準価額等の推移

※分配金再投資基準価額は分配金実績があった場合、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運
用の実質的なパフォーマンスを示すものです。 
※分配金を再投資するかどうかについては、お客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課
税条件も異なります。したがって、お客さまの損益の状況を示すものではありません。 

基準価額の主な変動要因
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投資環境

当該投資信託のポートフォリオ

当期の国内株式相場は上昇しました。期首から2023年2月にかけては、米国や欧州における金
融引き締めの動きが国内株式相場の重石となる一方、日銀による金融緩和策の継続に加えて国内
企業の業績改善やコロナ禍からの経済活動再開の動きに支えられ、レンジ内で底堅く推移しまし
た。その後は東京証券取引所がＰＢＲ（株価純資産倍率）が1倍を下回る企業に対して改善を促す
方針を示し、企業側の対応が注目される中、国内企業の好調な決算内容に加え、米国著名投資家
による日本の株式に対する強気な発言も支援材料となり、上昇しました。なお、3月には米国や欧
州における金融システム不安から大幅に下げる場面がありました。

期首の運用方針に基づき、わが国の金融商品取引所に上場する株式を主要投資対象とし、
「S&P/JPX配当貴族指数」構成銘柄に加え、企業の成長性やバリュエーション、クオリティに着
目し、良好なトータルリターンが期待される銘柄を投資候補銘柄としました。これらの中から、
中長期的投資の観点から企業のファンダメンタルズ分析を通じて、確信度の高い銘柄に投資を行
いました。
期首には、「S&P/JPX配当貴族指数」構成銘柄からクオリティが劣後すると判断した銘柄の組
入比率を引き下げる一方、前述のファンドの運用方針に沿ったクオリティが高いと判断した銘柄
を組み入れてポートフォリオを構築しました。その後、2022年7月末に「S&P/JPX配当貴族指数」
のリバランスのタイミングで組入銘柄を大きく見直したほか、2023年1月から2023年3月にかけ
ては中国の経済活動正常化や米国地方銀行の経営破たんなどを踏まえた銘柄入れ替えを行いまし
た。
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当該投資信託のベンチマークとの差異

当期の基準価額の騰落率（分配金込み）は+21.6％になりました。一方、ベンチマークの騰落率は
+23.6％となり騰落率の差異は△2.0％でした。この差異に関する主な要因は以下の通りです。

（プラス要因）
・ベンチマークに採用されている銘柄のうち、世界的な金利上昇による資金利益の改善を期待し
てオーバーウェイトとしていた三井住友フィナンシャルグループなどの銘柄がベンチマークに
対してアウトパフォームしたことがプラスに寄与しました。

（マイナス要因）
・ベンチマークに採用されている銘柄のうち、米国住宅需要の減速による業績悪化を想定してア
ンダーウエイトとした住友林業などの銘柄が、ベンチマークに対してアウトパフォームしたこ
とがマイナスに影響しました。
・信託報酬等のファンド運用上の費用を計上したことがマイナスに影響しました。

△10

0

10

20

30
基準価額とベンチマークの対比（騰落率）

第5期
2023/6/5

※ファンドの騰落率は分配金込み

(％)

基準価額 S&P/JPX 配当貴族指数（トータルリターン） 
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項　目

当期分配金
  （対基準価額比率）

分配原資の内訳
（単位：円・％、1万口当たり、税引前）

380
3.200
380
－

1,736

当期の収益
当期の収益以外
翌期繰越分配対象額

第5期
（2022年6月7日～2023年6月5日）

（注1）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価
額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収
益率とは異なります。

（注2）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで
算出しているため合計が当期分配金と一致しない場
合があります。

分配金

今後の運用方針

・収益分配については、分配対象額の水準、基準価額水準等を勘案し、1万口当たり380円（税込
み）とさせていただきました。
・収益分配にあてず信託財産内に留保した利益の運用については、特に制限を設けず、委託者の
判断に基づき、元本部分と同一の運用を行います。

国内株式市場は、海外経済の景気悪化懸念などが上値を抑える要因となる一方、コロナ禍から
の経済活動再開などを背景とする国内景気の持ち直し、日銀による金融緩和策の継続、国内企業
による資本効率改善に向けた取り組みなどが支援材料となることから、堅調に推移すると予想し
ております。
引き続き、わが国の金融商品取引所に上場する株式を主要投資対象とし、「S&P/JPX配当貴族

指数」構成銘柄に加え、企業の成長性やバリュエーション、クオリティに着目し、良好なトータ
ルリターンが期待される銘柄を投資候補銘柄とします。
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◎1万口当たりの費用明細

金額 比率
項目の概要

（ａ）信託報酬＝期中の平均基準価額×期末の信託報酬率
※期中の平均基準価額は10,473円です。

（ｂ）売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数

項　目
当期

（注１）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により
算出した結果です。

（注２）消費税は報告日の税率を採用しています。
（注３）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注４）各比率は1万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、

項目ごとに小数第３位未満は四捨五入してあります。

売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う

（ｃ）その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数
監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

円 ％（ａ）信託報酬

（投信会社）
（販売会社）

（受託会社）
（ｂ）売買委託手数料

（株式）
（ｃ）その他費用
（監査費用）
（その他）
合　　　　計

147　

（69）
（75）

（3）
12　

（12）
1　
（1）
（0）
160　

1.404　

（0.658）
（0.713）

（0.033）
0.115　

（0.115）
0.008　
（0.005）
（0.003）
1.527　

手数料

ファンドの運用、基準価額の算出、法定書類の作成等の対価

ファンド財産の管理、投信会社からの指図の実行等の対価

（2022年6月7日～ 2023年6月5日）

信託事務の処理等に要する諸費用、信託財産に関する租税等

購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのフ
ァンドの管理等の対価
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（参考情報）総経費率

運用管理費用
（受託会社）

運用管理費用
（販売会社）

0.03％
その他費用
0.01％

0.71％

運用管理費用
（投信会社）

0.66％
総経費率
 1.41%

期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券
取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除し
た総経費率（年率）は1.41％です。

（注）費用は、１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税を含みません。
（注）各比率は、年率換算した値です。
（注）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは
　　　異なります。
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◎売買及び取引の状況（2022年6月7日～2023年6月5日）
○株式

買 付 売 付
株 数 金 額 株 数 金 額

国
内

上 場
千株 千円 千株 千円

221
（ 1）

318,817
（ －）

236 372,984

（注１）金額は受渡し代金。
（注２）単位未満は切り捨て。
（注３）（ ）内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。

◎株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
項 目 当 期

（ａ） 期 中 の 株 式 売 買 金 額
（ｂ） 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額
（ｃ） 売 買 高 比 率 （ ａ ）／（ ｂ ）

691,801千円
421,620千円
1.64

（注）（ｂ）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。

◎利害関係人との取引状況等（2022年6月7日～2023年6月5日）
期中の利害関係人との取引はございません。

（注）利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。
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◎組入資産明細表
○国内株式
上場株式

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額
千株 千株 千円

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額
千株 千株 千円

（21.5％）建 設 業

安 藤 ・ 間

コムシスホールディングス

大 成 建 設

大 林 組

鹿 島 建 設

住 友 林 業

大 和 ハ ウ ス 工 業

関 電 工

エクシオグループ

インフロニア・ホールディングス

（ 1.3％）食 料 品

キリンホールディングス

宝ホールディングス

（ 1.3％）繊 維 製 品

東 洋 紡

（14.0％）化 学

旭 化 成

ク レ ハ

東 ソ ー

デ ン カ

三 菱 瓦 斯 化 学

ダ イ セ ル

ア イ カ 工 業

Ｕ Ｂ Ｅ

（ 1.5％）医 薬 品

武 田 薬 品 工 業

科 研 製 薬

（ 2.0％）石油・石炭製品

ＥＮＥＯＳホールディングス

（ 4.1％）ガラス・土石製品

住友大阪セメント

ニ チ ア ス

（ 1.8％）非 鉄 金 属

アサヒホールディングス

（ 5.0％）金 属 製 品

東洋製罐グループホールディングス

（ 2.6％）輸 送 用 機 器

テイ・エス テック

（ 1.6％）電気・ガス業

電 源 開 発

（ 1.7％）陸 運 業

センコーグループホールディングス

（ －％）情報・通信業

日 本 電 信 電 話

Ｋ Ｄ Ｄ Ｉ

（ 7.3％）卸 売 業

アルフレッサ ホールディングス

ダイワボウホールディングス

稲 畑 産 業

－

－

2.1

10.5

－

5.7

2.9

8.5

－

8.6

3.7

－

3.8

6.8

1.2

4.5

2.3

3.2

10.1

－

4.8

3.8

1.2

26.6

3.1

2.6

5.2

－

－

8.5

4.1

3.6

2.9

5.4

3.1

－

12.3

3.6

1.6

7.1

5

4.2

2.6

－

4.2

8.4

－

5.6

5.7

5.4

－

5.9

－

4.7

12.2

2.3

6.4

－

1.8

18

2.6

3.1

4

10.2

6.2

3.3

7.9

－

－

－

4

4.2

12,767

10,038

7,308

8,378

10,275

13,431

9,596

－

11,587

10,882

－

5,930

5,739

5,218

－

9,755

－

9,717

14,804

7,058

14,736

－

6,530

8,614

9,464

8,680

7,832

21,787

11,346

6,847

7,394

－

－

－

10,628

12,642
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銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額
千株 千株 千円

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額
千株 千株 千円

オートバックスセブン

（ 1.5％）小 売 業

ケーズホールディングス

（18.5％）銀 行 業

しずおかフィナンシャルグループ

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ

りそなホールディングス

三井住友トラスト・ホールディングス

三井住友フィナンシャルグループ

千 葉 銀 行

群 馬 銀 行

七 十 七 銀 行

ふくおかフィナンシャルグループ

静 岡 銀 行

セ ブ ン 銀 行

みずほフィナンシャルグループ

山口フィナンシャルグループ

（ 1.5％）証券、商品先物取引業

ＳＢＩホールディングス

（ 4.6％）保 険 業

ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス

第一生命ホールディングス

東京海上ホールディングス

Ｔ＆Ｄホールディングス

（ 7.7％）その他金融業

ク レ デ ィ セ ゾ ン

芙 蓉 総 合 リ ー ス

オ リ ッ ク ス

三菱ＨＣキャピタル

（ 0.5％）不 動 産 業

ヒ ュ ー リ ッ ク

野村不動産ホールディングス

（ －％）サ ー ビ ス 業

オープンアップグループ

合
計

株 数 ・ 金 額
銘 柄 数〈比 率〉

7.5

8

－

9.7

15.4

2.1

2

6

13.6

－

3.2

4.7

16.7

4.5

7.3

2.9

2

2

1.2

3.5

3.7

－

4.1

11.2

－

3.6

7.5

291
50

5.8

5.4

6.2

6.5

6.8

1.4

2.4

4.3

13.1

3.6

2.6

－

23.3

4.5

－

2.4

1.8

2.2

1.8

－

4

1

2.6

11.6

1.8

－

－

277
50

8,726

6,687

6,482

6,338

4,492

7,117

13,867

3,841

6,838

8,827

6,922

－

6,570

9,582

－

6,416

8,857

5,581

5,783

－

8,062

10,370

6,432

8,954

2,178

－

－

437,924
〈96.7％〉

（注１）銘柄欄の（ ）内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。
（注２）評価額欄の〈 〉内は、純資産総額に対する評価額の比率。
（注３）評価額の単位未満は切り捨て。
（注４）－印は組み入れなし。
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◎投資信託財産の構成 2023年6月5日現在

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

株 式
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他
投 資 信 託 財 産 総 額

437,924
33,089
471,013

93.0
7.0

100.0
（注）評価額の単位未満は切り捨て。

◎資産、負債、元本及び基準価額の状況

2023年6月5日現在
項 目 当 期 末

（Ａ）資 産

コ ー ル ・ ロ ー ン 等

株 式（評価額）

未 収 配 当 金

（Ｂ）負 債

未 払 収 益 分 配 金

未 払 信 託 報 酬

そ の 他 未 払 費 用

（Ｃ）純 資 産 総 額（ Ａ － Ｂ ）

元 本

次 期 繰 越 損 益 金

（Ｄ）受 益 権 総 口 数

１万口当たり基準価額（Ｃ/Ｄ）

471,013,603円

23,797,883

437,924,700

9,291,020

18,018,825

14,974,989

3,031,684

12,152

452,994,778

394,078,677

58,916,101

394,078,677口

11,495円

◎損益の状況
自 2022年6月 7日
至 2023年6月 5日

項 目 当 期

（Ａ）配 当 等 収 益
受 取 配 当 金
そ の 他 収 益 金
支 払 利 息

（Ｂ）有 価 証 券 売 買 損 益
売 買 益
売 買 損

（Ｃ）信 託 報 酬 等
（Ｄ）当期損益金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
（Ｅ）前 期 繰 越 損 益 金
（Ｆ）追 加 信 託 差 損 益 金

（ 配 当 等 相 当 額 ）
（ 売 買 損 益 相 当 額 ）

（Ｇ）計（ Ｄ ＋ Ｅ ＋ Ｆ ）
（Ｈ）収 益 分 配 金

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ）
追 加 信 託 差 損 益 金
（ 配 当 等 相 当 額 ）
（ 売 買 損 益 相 当 額 ）
分 配 準 備 積 立 金

16,608,051円
16,608,310

92
△ 351
64,757,397
82,510,079

△17,752,682
△ 6,084,707
75,280,741
4,967,989

△ 6,357,640
（ 3,169,712）
（△ 9,527,352）
73,891,090

△14,974,989
58,916,101

△ 6,357,640
（ 3,169,712）
（△ 9,527,352）
65,273,741

（注１）当ファンドの期首元本額は441,089,081円、期中追加設定元本額は69,455,531円、期中一部解約元本額は116,465,935円です。
（注２）1口当たり純資産額は1.1495円です。
（注３）損益の状況の中で（Ｂ）有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。
（注４）損益の状況の中で（Ｃ）信託報酬等には信託報酬等に対する消費税等相当額を含めて表示しています。
（注５）損益の状況の中で（Ｆ）追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。
（注６）計算期間末における費用控除後の配当等収益（15,366,162円）、費用控除後の有価証券等損益額（59,914,579円）、信託約款に規定する収益調

整金（3,169,712円）および分配準備積立金（4,967,989円）より分配対象収益は83,418,442円（10,000口当たり2,116円）であり、うち14,974,989円
（10,000口当たり380円）を分配金額としております。
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◎収益分配金のお知らせ
１万口当たりの分配金（税込み） 380円

※分配金をお支払いする場合
分配金は、決算日から起算して5営業日までにお支払いを開始しております。

※分配金を再投資する場合
お手取り分配金は、決算日現在の基準価額に基づいてみなさまの口座に繰入れて再投資いたしました。

課税上の取扱いについて

○分配金は、分配後の基準価額と個々の受益者の個別元本との差により、普通分配金と元本払戻金（特別分配金）に分
かれます。分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は全額普通分配金となります。また、分配後の基準
価額が個別元本を下回る場合は、下回る部分に相当する金額が元本払戻金（特別分配金）、残りの部分が普通分配金
となります。

○元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金
（特別分配金）を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。

○課税上の取扱いの詳細については、税務署等にお問い合わせください。
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